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パワハラ緊急調査チームの報告書は疑問だらけ
何をもって「パワハラはなかった」と結論づけたのか～専門家による再調査を！

「平均的な労働者の感じ方」とは何？何％の職員がパワハラと感じたらパワハラ？今回の場合は？

2016年11月に発生した公務災害（過労自殺）について、「神奈川県職員等不祥事防止対策協議会 パワー・ハラスメント緊急調査チーム」の報告書が、5月1日に公表されました。
　「案の定」というべきか、やはり「パワー・ハラスメント」は明確に認定されませんでした。
　そもそも、なぜ、公務災害から3年も経過したこの時期に「報告書」なのか？県職員に対するアンケートもこの調査チームによる調査もすべて、ご遺族の民事訴訟提訴後のことです。
　そして裁判が続いているこの時期に、パワー・ハラスメントが認定されない報告書が出されました。

なぜパワー・ハラスメントではないのか？
　報告書の10頁から、「調査チームによる判断」が記載されています。
　まず、長時間勤務について、事実は認定していますが、「結果からみれば、強制的に帰宅させたり休暇を取得させたりといった対応が必要であったものと考える。」とし、小手先の対応については指摘していますが、なぜ長時間勤務が発生したのか、その原因を追究せず、長時間勤務を生み出した県組織の責任についても言及していません。
　パワハラに至っては、隠しようのない事実は記載していますが、それが「パワハラなのか、パワハラではないのか」、極めて曖昧かつ巧妙な記載で、パワハラの認定を避けているように思えます。
　例えば、「当時のＡの言動に対する職員の評価は一様ではなく、『後から振り返れば、相手によってはパワー・ハラスメントと感じられただろう』という証言もあれば、『頻繁に怒鳴ってはいたがパワー・ハラスメントではないと思う』という証言をする者もいた。」としたうえで、厚生労働省の指針から「個別の事案については、『平均的な労働者の感じ方』を基準とする」と引用しています。
　引用するのであれば、今回の事案について、「平均的な労働者の感じ方」をどのように認定したのか、調査チームは職員の「何％」が「パワハラだ」と感じたらパワハラと判断するのか、科学的な根拠を明らかにすべきです。
　また、「人格否定や執拗な攻撃があったという供述はなく」としていますが、現場作業で危険回避のために「怒鳴る」場合はともかく、執務室における事務仕事で「怒鳴る」必然性があるのか、必然性のない「怒鳴る」は「人格否定」ではないでしょうか。

　「Ａは本人に対して、他の職員よりも高い頻度で怒鳴ることがあり」と認定しておきながら「執拗」ではない、というのも矛盾しています。

事実上の「かん口令」が敷かれた理由は？
　「４　調査チームによる判断」の（3）その他「ウ　遺族への対応について」（12頁）で、ご遺族からの「かん口令を敷いた」との訴えに対して、「県に事実を隠蔽する意図があったとまでは言えない。県は、遺族と話をした過程で、おおごとにはしたくないという意向が遺族にあると認識し、情報がいたずらに広まらないようにしたようである。…遺族との継続的なコミュニケーションを怠り、遺族の意思を確認しなかった」としています。
　文書等で「かん口令を敷いた」という記録はないのかもしれませんが、経験則に基づく私たちの感覚では、当時これまで経験したことの無いほどの「情報統制」を感じました。
　これまでも、不幸なことに何度か、職員の現職死亡、自殺はありましたが、「公然と」でなくとも、その概要くらいは周囲に知られたものです。「ご遺族が公にしたくない」と望んだ場合も含めて。
　亡くなったことすら隠したことは、自治労県職労の交渉経過でも明らかです。
2016年12月の自治労県職労の基本要求回答交渉において、組合から「職員が過労自殺したのではないか」、「その背景にパワハラがあったのではないか」との質問に対して、翌2017年1月の基本要求支部代交渉で、当時の労務担当局長は「（当該職員は）自己都合退職した。」と事実に反する回答をし、質問から回答まで年末年始休暇を挟んでたった数日しか時間がなかったにもかかわらず、「パワハラはなかった」と回答しています。
当該県職員の過労自殺が発生する直前、2015年に過労自殺した電通社員の労災が認定され、電通の本社・事業所に労基署の強制捜査が入り、12月には法人としての電通が、労働基準法違反の疑いで書類送検され、社長が引責辞任しています。
このような社会状況の中で、「『パワハラが原因で県職員が自殺した』という話が公になっては困る。」との意思が働いたとしても不思議ではありません。
「再発防止に向けた提言」への疑問
　報告書では14頁以降に、「再発防止に向けた提言」が記載されていますが、「これで本当に再発防止になるのか？」と疑問を感じざるを得えません。
　「知事室・財政課在籍時の様子」の「関係職員からの説明」（6頁）では、当時の「知事特命事項」への対応について、

	何件も出てくるプロジェクトの全てが知事自身の発案なのかどうかは定かでないが、職員の認識は、知事の特命事項なので業務負荷その他の理由で断ることは不可能であり、また、明らかに成功の見込みがない事業であったり、実際やって上手くいかなかったりしても、止めることはできず、実現できる方法や改善策を考えなくてはならないプレッシャーがあった。


　と職員の証言を記載しています。

「再発防止に向けた提言」（14頁）には、「仕事そのものを見直す」「仕事のやり方を見直す」とありますが、見直すべきはこのような「知事の特命事項」のあり方ではないでしょうか。
「４　調査チームによる判断　(3)その他 ア組織体制について」（12頁）では、
	本人在籍時の財政課及び知事室において、過剰な時間外勤務に問題があったことは明白だが、今回の調査を通じて、「職員同士が助け合い、相談しながら業務を進めていく体制や空気があったのだろうか」という疑問を感じずにはいられない。


　とし、あたかも職員に非があるような記載です。
　また、「再発防止に向けた提言　(3)その他 ア組織体制について」（15頁）では、

	県においては「災害等の発生」、「県民、知事や議会からの提案」など、新たに対応しなくてはならない業務が発生し続けているものと思われる。 公務員である以上、職務上の命令に従うことは当然であり、検討する時間が 十分にない状況であっても即応しなくてはならない業務が当然あると思われる。

  そのような場合を想定し、日ごろから個々の職員がそれぞれに与えられた仕事だけをするのではなく、コミュニケーションを活性化し、お互いに助け合い、 組織として実現可能性や実現方法を検討し、適切に分担して、組織としての成果を求めていく風土を醸成することが必要である。


　つまり、「知事特命事項」のあり方の見直しや、必要な人員等の体制の整備ではなく、「お互いに助け合い」「分担」（とっくにやっている！）と職員に更なる負担を強いるものであり、あまりにも酷い提言と言わざるを得ません。

　さらに驚くのは16頁の「パワー・ハラスメント研修について」です。
パワハラ防止に向けた研修の具体的な提言ではなく、「（加害者への）外部からの誹謗中傷」という全く別の問題を引き合いに出して、「それ（「SNSなどでデマを拡散してしまった場合」のこと？）自体が新たな加害行為となり責任を問われうる。研修を通じて、そうした「リスク」をしっかりと職員に認識させることも重要である。」としています。
いったいこれはどういう意味でしょうか。「外部」と言いながら、職員が個人攻撃しているとでも言いたいのでしょうか。それとも「加害者への外部からの誹謗中傷を防ぐために、パワハラ事案は表面化させるな。」とでも言いたいのでしょうか。
「SNSでデマを拡散する」ことは、パワハラ問題に限らない問題です。あえてここで触れる意図は、「職員に告発させないためではないか？」と勘ぐらざるを得ません。
パワハラ行為者が特定の個人の場合、組合にしろ職員個人にしろ、抗議し、改善を求め、当局が改善に応じない場合は、外部に告発することも考えられますが、その結果、外部の第三者から誹謗中傷があった場合、告発者が責任を問われるとでも言いたいのでしょうか。それはとりもなおさず、パワハラを告発することを抑止しようとしていると思わざるを得ません。

専門家による再調査を求める
　今回の報告書の内容には、大変違和感を覚えます。
〇一定の非を認め「指導方法の問題」としているが「パワハラ」とは認定していない
〇組織的な問題を職員に転嫁している。
〇再発防止については、組織的な見直しではなく、職員の努力を求めるだけ。
〇報告書も「Ａの業務の困難性や量」と認めているように、「知事特命事項」のあり方がパワハラを生み出した背景にあるにもかかわらず、「そのような場合を想定し、日ごろから個々の職員が」と責任を職員に求め、当局の責任を免罪にしていることは到底納得できません。

今回の調査チームのメンバーは、確かにそれぞれの専門分野においては権威であると思います。

　しかし、過労死やパワー・ハラスメントについて、どれだけの知見をお持ちなのかは不明です。
　調査結果は、職員や、そして何よりもご遺族が納得できるものでなければなりません。
　ひとりの職員が、なぜ自ら死を選ばなければならなかったのか。その事実の重みを、当局も職員も、そして労働組合も受け止めなければなりません。
　自治労県職労は、過労死、パワー・ハラスメントの専門家による再調査を求めます。
休業等で生活の危機にある
働く仲間、こどもへの支援を

緊急事態宣言に伴う休業等により、収入の道を断たれ、または収入が激減し、生活の危機に瀕している多くの労働者、勤労者、そして子供たちがいます。
私たちは働く者の連帯として、こうした方々への支援を呼びかけています。

現時点で、生活の危機に瀕している労働者や勤労者、子供たちへの支援を明確にしている支援団体を紹介します。
具体的な寄付等は、各団体のＨＰをご覧ください。
〇赤い羽根共同募金（社会福祉法人中央共同募金会）
～支える人を支えよう！赤い羽根 新型コロナ感染下の福祉活動応援全国キャンペーン（Ａ子どもと家族に緊急支援活動応援　Ｂフードバンクの活動応援　Ｃ居場所を失った人への緊急活動支援

〇反貧困ネットワーク
　新型コロナウイルス緊急ささえあい基金
～反貧困ネットワークが中心となり、「新型コロナ災害緊急アクション」に参画する協働団体を通じて給付。住まいを喪失し、行き場のない人に対する緊急宿泊支援の実施、日々の生活費に事欠いている方に緊急小口給付などを行う団体が対象。

